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               論   文   の   要   旨 
  
この論文は、2020 年までに経済成長率を 7％以上維持しながら、温室効果ガス（GHG）



















では、GHG 排出制約のみ課される。ケース 2 では、GHG 排出制約と炭素税や再生可能エ
ネルギー産業への補助金等の環境政策が実施される。ケース０では、GHG の対 GDP 密度
は 32％まで削減可能であるが、政府目標には到達せず、また GHG 排出量絶対量は 2020





当たり GHG 排出量（1.6 tCO2e/万元）を達成、水力発電以外の再生可能エネルギーシェア
―が 19％に増大し、対 GDP 当たりエネルギー消費効率が 0.1ｋWh/元、再生可能エネルギ
ー産業育成投資費用の対社会的便益比率が 25、さらに年平均経済成長率が 7.91％を維持可
能なことから、炭素税率を 30 元/ tCO2e とし、2020 年 GHG 総排出量を 2007 年比 1.8 倍
以下に制約する環境政策が、政府目標を達成する最適なケースであること、このとき、補
助金は風力発電に 82％、バイオマス発電に 15％、太陽光に 3％で支出され、水力発電以外
の再生可能エネルギーでは風力発電、バイオマス・ガス化技術、太陽光発電が要望な技術
であることが明らかにされた。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 4 次報告では、
最大排出国である中国の GHG 排出量を 2020 年には 8,500MtCO2 にすべきであるとの勧
告がなされているが、これを制約としてケース２およびケース 3 のシミュレーション分析
を行うと、炭素税と補助金による再生可能エネルギー産業育成政策がより効果的に、経済




第 5 章は本論文のまとめと今後の課題についてまとめている。 
                
審   査   の   要   旨 


















今後の GHG 排出削減シナリオの分析を行うための試金石として高く評価できる。 
論文の構成、文献整理、引用、分析ケースの設定、シミュレーション結果の解析、結論
の導出は適切である。 
平成25年10月3日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに論文の審査
及び最終試験を行い、本論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応答を行っ
た。その結果、審査委員全員によって合格と判定された。 
よって、著者は博士（環境学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものとして認める。 
 
